




 ⑧新規開業医等に対し、救急医療情報システムへの参加を働きかけた結果、時間外診療が可能な医療機

関が４機関増加しましたが、廃業により５機関減少しました（平成 26年９月末現在 609機関）。休日、

夜間に安心して受診できる体制を確保するため、引き続き、救急医療情報システムへの参加を働きか

けていく必要があります。また、救急医療に対する理解を深め、一人ひとりの受診行動等を変えるた

め、継続した啓発活動を行う必要があります。 

 ⑨安心して産み育てる環境づくりについて、周産期母子医療センターのうち３病院の運営を支援すると

ともに、１病院の設備整備を支援しています。新生児の死亡率を低下させるために、リスクの高い出

産を担う周産期母子医療センターに対し支援していく必要があります。また、「みえ子ども医療ダイ

ヤル」の相談時間を深夜帯まで延長して実施しており、相談件数が増加しています（平成 26 年９月

末現在 4,164件、前年同月累計比 995件増）。深夜帯の相談件数が全体の 20％程度あることから、深

夜帯への対応を今後も引き続き実施していく必要があります。 

 ⑩多職種による在宅医療・介護の連携検討会等が始まっている市町もありますが、依然として多職種の

連携が図れていない市町があるなど、その取組にはばらつきがあります。また、医療介護総合確保推

進法が６月に成立したことを受け、地域包括ケアシステムの構築を見据え、各市町が迅速かつ的確に

対応することができるよう支援していく必要があります。 

 ⑪小児在宅医療について、国の小児等在宅医療連携拠点事業を受託し、モデル地区における連携体制の

構築に取り組んでいます。今後、モデル地区での取組を全県的な取組として展開していく必要があり

ます。 

 ⑫がん検診の受診率向上が見られた市町では、特定健診との同時実施や受診対象者に対する個別の受診

勧奨の取組が有効であったと考えられます。今後さらに検証を進めるとともに、他市町のがん検診に

おいても、これらの取組が展開されるよう働きかけていく必要があります。 

 ⑬地域がん登録は開始後３年経過し、精度の高い罹患状況等を把握しつつあります。引き続きデータ収

集、集計の取組を進めるとともに、がん登録実務研修を実施し、さらに、がん登録の精度向上を促進

する必要があります。 

 ⑭緩和ケア研修の受講について、新たにがん医療連携推進病院に指定された医療機関などへ働きかけま

したが、受講者数は充分ではありません。今後も、緩和ケア体制の充実のため、幅広く周知を図る必

要があります。 

 ⑮がん患者の治療と仕事の両立を支援するため、県がん相談支援センターを窓口に、社会保険労務士に

よる就労相談支援を開始しました。今後、就労支援を進めるためには、事業所側に対し、がん患者へ

の理解を求める取組が必要です。 

⑯児童を対象としたがん教育を行うため、ワーキンググループにおいて対象学年や教材等の検討を行い

ました。今後はモデル校を選定し、出前授業を実施して、教材内容や授業方法等について関係者で検

証を行う必要があります。 

 ⑰県民運動の一環として、医療機関や企業と連携して、がん征圧月間（９月）にあわせた啓発イベント

など、がん対策の啓発に取り組みました。今後とも、企業、関係機関・団体と連携した取組を進める

必要があります。 

 ⑱がん医療連携推進病院として、本年４月に新たに４病院を指定しました。国から示された「がん診療

連携拠点病院の整備に関する指針」をふまえて、年度内に県全体のがん医療提供体制の充実に向け検

討します。 

 

 

 







④（一部新）救急医療体制再整備・医療情報提供充実事業 

予算額：（26） ４８６，３５７千円 → （27） ５８３，２９４千円 

事業概要：地域における救急医療体制の維持・確保を図るため、市町や関係機関と連携して啓

発活動に取り組むとともに、救急医療情報システムによる初期救急医療情報の県民へ

の提供、二次救急医療機関等への支援、ドクターヘリの運航支援、「ＭＩＥ－ＮＥＴ」

の運用支援等を行います。 

 

⑤救急・へき地医療施設設備整備費補助金 

予算額：（26） ２，９４５，９１６千円 → （27） １，７８４，３５２千円 

事業概要：地域医療再生計画に基づき、地域医療体制を再構築するため、病院の再編統合に伴

う新病院の施設整備等の取組を支援します。 

 

⑥少子化対策周産期医療支援事業 

予算額：（26） ４２，６５９千円 → （27） ６３，７４５千円 

事業概要：安心して産み育てる環境づくりを進めるため、周産期母子医療センターの設備整備

への支援を行うとともに、産科オープンシステムの構築に取り組む周産期母子医療セ

ンターの取組を支援します。 

 

⑦在宅医療推進事業 

  予算額：(26)  ４０，０４０千円 → (27)  ４０，５８８千円 

   事業概要：かかりつけ医の普及定着を図るため、地域住民とのタウンミーティングや、医師を対

象とした、かかりつけ医機能強化研修等を実施します。また、医療ソーシャルワーカ

ー研修や、県内外の事例を情報共有するため、多職種が一堂に会して行う報告会等を

開催し、市町における地域包括ケアシステムの構築を促進します。 

 

⑧ＮＩＣＵ等長期入院児在宅移行支援事業 

予算額：（26） ５２，９２１千円 → （27） ５２，９３８千円 

事業概要：安心して産み育てる環境づくりを進めるため、ＮＩＣＵ等への長期入院児の退院を

促進する体制の運営への支援や、小児在宅医療を行うために必要となる体制整備、人

材育成等の取組を支援します。 

 

⑨がん予防・早期発見事業 

予算額：（26） １３，０４０千円 → （27） １０，５１４千円 

事業概要：がん検診の受診率向上のため、県内外の効果的な受診勧奨の好事例をとりまとめ、各

市町のがん検診への導入を働きかけます。また、がん対策に対する県民の理解を深め

るため、企業、関係機関・団体等と連携し、がん検診やがんの正しい知識の普及啓発

を進めるとともに、小中学校の児童生徒を対象としたがん教育を実施します。 

 

 

 

 

 



⑩がん医療基盤整備事業 

予算額：（26） １３８，０７４千円 → （27） ２６９，２９９千円 

事業概要：がんの実態を把握するため、三重大学において精度の高いがんの罹患情報の収集・

集計（がん登録）に取り組むとともに、登録データをもとにした調査研究や、市町、

医療機関へ集計・分析結果を情報提供します。また、がん診療に関わる医療機関の

施設・設備の整備を支援します。 

 

⑪がん療養生活向上事業 

予算額：（26） １４，７２５千円 → （27） １５，０１３千円 

事業概要：緩和ケアに関する知識・技能を持った医療従事者等を養成するため、県内各地域

（７か所）で実施する緩和ケア研修会への受講を働きかけます。また、がん患者の

治療と仕事の両立支援のため、就労等の社会生活を支援する相談や情報提供等に取

り組みます。 


